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２）広義のサービス産業と他産業の費用構成や経営指標の違い 

 競争優位な輸出型の製造業とサービス産業の「双発のエンジン」で今後の日本の経済成

長を支えていくという議論が展開されるなかで、サービス産業の生産性が低いという指摘

がよく見受けられる。筆者が鮮明な印象を受けたのは、この为張の論拠となっている具体

的な指標が掲載されている「平成 9 年通商白書」においてである。 

 

２－１ 平成 9 年通商白書によるサービス産業の生産性の分析 

下図は、縦軸に各産業の生産性（就業者一人当たりの実質付加価値額：85 年基準）、横軸

には就業者数をとり、それぞれ 70 年を 100 とした指数で 5 年おきに 93 年までの推移を確

認したものである。 

 

 

出所）平成９年「通商白書」より 
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 サービス産業では、各国共通して 70 年代以降、就業者が大きく伸びていることが確認さ

れる。しかし、製造業に比べ生産性の伸びが低いことも共通する特徴である（平成９年「通

商白書」より引用）。 

 上記のように、卸売・小売・商業、サービス産業は、アメリカやドイツの動向に大きな

差がないものの、運輸・通信は、アメリカの生産性は 3 倍、ドイツの生産性は 2.9 倍を示し

ている。一方で、わが国は 1.5 倍にとどまっている。すなわち、この時点で、通信の生産性

の上昇に遅れがあったと推測される。 

 また、わが国では、卸売・小売・商業が 70 年を 100 としたときに、約 2.5 倍、サービス

産業が 1.5 倍程度の生産性しか上昇していない。一方、製造業全体で 2.8 倍、機械類で 4.5

倍であり、わが国の生産性は機械類によって生産性が向上していることを物語っている。 

 その後、「通商書 2007（平成 19 年）」では、“第 3 章わが国サービス産業の競争力強化と

グローバル展開”のなかで、生産性の向上をいかに図っていくのかという認識が強調され

ており、生産性の向上とグローバル化の関係が議論されている。 

 さらに、「新経済成長戦略」では、輸出型の製造業に加え、サービス産業の生産性を向上

させ、国際的な競争優位を確保し、輸出型の製造業とサービス産業の「双発のエンジン」

で経済成長を実現していこうという試みをしている。すなわち、製造業だけでなく、サー

ビス産業の生産性を向上させないと、わが国の経済成長は実現できないという認識が高ま

ってきているのである。ところが、平成 20 年 9 月に改定された「新経済成長戦略」では、

「最大の環境変化は資源高に伴う交易条件の悪化」を基本認識に、①「資源生産性」の抜

本的向上に集中投資し、資源高時代、低炭素社会の勝者になること、②製品・サービスの

高付加価値化に向け、イノベーションの仕組を強化、グローバル化を徹底し、世界市場を

獲得すること、の 2 つの基本戦略に改定されている。 

 このような資源高や世界同不況という環境変化があったとしても、わが国における国際

的な競争優位な製造業とともに、第 3 次産業すなわち広義なサービス産業は、高付加価値

化やグローバル化は、わが国にとって極めて重要な案件であることは変わりないと考える。 

 そこで、製造業特に国際的な競争優位な製造業例えば、前述の機械類すなわち自動車産

業、オーディオビジュアル等電子・電気製品、カメラ・時計等精密機器、工作機械や半導

体製造装置等機械とサービス産業（ここでは広義のサービス産業と捉え、第 3 次産業全体

を指すことにする）の差異はどこにあり、生産性を向上させるには、どのような方策が可

能かを検討するために、製造業や商業、空運など産業ごとに経営指標の比較検討し、クラ

スター分析や为成分分析により類型化を図り、生産性向上の糸口を概観してみることにす

る。 

 

２－２ 日本経済新聞社「日経経営指標 2009（全国上場会社版 2006 年 4 月～2008 年 3

月期）」にもとづく費用構成及び経営指標の分析 

 国際的な競争優位な製造業と内需型製造業、さらにはサービス産業の経営指標について、
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概観する。対象とする企業のデータベースは、「日経経営指標 2009（全国上場会社版 2006

年 4 月～2008 年 3 月期）」に基づいているため、全国 5 証券取引所に平成 20 年（2008）9

月 1 日現在上場している外国会社を除く、2,594 社を対象にしているものを用いている(同

書にあるマザーズ・ヘラクレス上場やジャスダック上場は今回除外している)。企業に関す

るデータは、NEEDS（日本経済新聞デジタルメディアの総合経済データバンク）の財務デ

ータによる。データに対しては有価証券報告書のベースに基づいた、より詳細なものを調

査票により改修している（「日経経営指標 2009（全国上場会社版 2006 年 4 月～2008 年 3

月期）」の凡例 P5 より引用）。各業種、企業の指標については、次のような指標である。 

 

 流動比率、当座比率、固定比率、固定長期適合比率、自己資本比率、負債比率、経常収

支比率、売上高債権対買入債務比率、手元流動性比率、借入金依存度、インタレストカバ

レッジ、売上高営業利益率、売上高経常利益率、売上高 EBIT 率、売上高利払後事業利益

率、自己資本利益率、使用総資本利益率、企業利潤率、売上高原価率、売上高販管比率、

売上高純金利負担率、売上高人件費率、増収率、5 年間平均増収率、経常増益率、付加価値

増加率、自己資本成長率、粗付加価値値額、人件費、労働生産性、1 人当たり売上高、1 人

当たり利益、1 人当たり人件費、使用総資本投資効率、設備投資効率、労働装備率、資本集

約度、売上高付加価値率、労働分配率、自己資本分配率、自己資本分配率、使用総資本回

転率、固定資産回転率、流動資産回転日数、棚卸資産回転率、売上債権回転日数、買入債

権回転日数、1 株あたり自己資本、1 株当たり利益、1 株当たりキャッシュフロー、流動資

産、固定資産、資本合計、流動負債、固定負債、資本合計、流動負債、固定負債、資本合

計、売上高、営業利益、経常利益、当期利益、発行済み株式数、期末従業員 

 

２－２－1 経営指標から見たときの差異 

 全業種平均、製造業平均、国際的な機械、電機、自動車、精密機器など国際的な競争優

位な業種、総合商社、食品商社等各商社を括った商業（ここでは「商社」とする）、大手百

貨店、スーパー、コンビニエンスストア等を括った大規模小売、不動産、空輸、放送、映

画制作等その他サービス業等の経営指標を、まず概括的に比較検討している。 

 大規模小売や空輸は、短期的な返済能力を示す「流動比率」が全業種平均と比較すると、

20％程度低い。さらに、棚卸資産を除いて、短期の返済能力をみる指標である「当座比率」

に関しては、大規模商業、不動産、空輸が極めて低い。 

 株为資本で固定資産がどのくらいまかなえているか、すなわち、設備投資が旺盛な企業

ほど大きくなる「固定比率」は、機械、電機、自動車、精密機器などに比べ、商社、大手

百貨店、スーパー、コンビニエンスストア等を括った大規模小売、不動産、その他サービ

ス業が極めて高い。すなわち商業、大規模小売を含めサービス産業は設備投資が旺盛であ

ることが理解できる。 

 自己資本比率は、商社、不動産、空運、その他サービスが低い一方、大規模小売、倉庫
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が比較的高く、機械、電機、自動車、精密機器と同等に高いデータが確認される。このた

め、負債比率に関しては、商社、不動産、空運、その他サービスが高く、大規模小売、倉

庫が低く、機械、電機、自動車、精密機器と同等に低いデータが確認される。借入金依存

度は、商社、不動産、空運、その他サービスがきわめて高く、大規模小売、倉庫も高い。

すなわち、サービス業は自己資本があまり高くなく、借入金体質（負債が多い）であるこ

とが理解できる。 

 金利負担に耐えられる尺度となるインスタント・カバレッジを確認すると、商社、不動

産、空運は低い。大規模小売やその他サービスは製造業平均並みで、金融費用の支払いは

利益でできることを表している。 

 会社の収益性をみる指標である売上高経常利益率は、商社、大規模小売、空運が極めて

低い。売上規模に対して経常利益が尐ないという特徴、すなわち、収益性が低いことを表

している一つの傍証となり得る。 

 有利子負債の多い企業の業績を分析するのに用いられる売上高 EBIT 率は、売上と利益

に対し、有利子負債が負担の大きさを測るものであり、商社や大規模商業、空運の比率が

低く、有利子負債の負担が大きいことを物語っている。 

 自己資本利益率や使用総資本利益率、企業利潤率に関しては、自動車だけが高いものの、

全業種や製造業平均やサービス産業に差異は確認されない。売上高原価率は、大規模小売

が低いが、商社は高い。売上高販管比率は、大規模小売は高いが、商社は低い。 

 このように自己資本利益率、売上高原価率や売上高販管比率においては、製造業とサー

ビス業に差異は確認されないといえよう。 

設備投資効率は、全業種と比べると、機械、電気、自動車、精密機器、商社、大規模小

売が高い。不動産や倉庫は低い。設備投資が活発な産業が高い労働装備率は、不動産や空

運であり、他の産業においては平均以下の水準となっている。資本集約度は、商社、不動

産は高いものの、他の産業においては、平均以下となっている。売上高付加価値率は、商

社は低いが、他に差異は確認されず、労働分配率についても、不動産や空運が低い。自己

資本分配率に関しても、大規模小売や空運、倉庫、その他サービス業が低い。 

これまでの分析を振り返り、我々にとって、新たな発見事実が確認された。それは、我々

は、当初、「設備投資効率や労働装備率、資本集約度、売上高付加価値率などに関しては、

業種の特性上、製造業が高い数字を記録し、サービス業は低い数字にとどまる」という仮

説を持っていたが、データで確認する限り、両業種の差異はほとんど確認されず、あまり

変わりがないという結果が得られたのである。この発見事実は、我々の認識を新たにする

ものであり、非常に興味深い。そして、我々に一つの課題が課せられた。それは、仮説が

棄却された理由を追究することである。この点に関しては、プロジェクトの最終年度に向

けて、検討していくこととする。 

資金繰りに関連する売上債務回転日数は、大規模小売、不動産、空運などが比較的尐な

い日数で回している。買入債務回転日数についても比較的尐ない日数で回しているのは、
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大規模小売と不動産である。製造業に比べると、特に大規模小売や不動産は、債務の回転

日数は尐ないといえる。 

以上の経営指標の差異を確認すると、大規模小売と商社はいくつか共通部分が確認され

るものの、それほど多くの共通部分を有しているとは言い難い。一方で、大規模小売は、

不動産、空運、倉庫、その他サービスとも異なった経営指標を示している。ところが、驚

くべきことに、経営指標で確認する限り、大規模小売店のそれは、実は、機械、電気、自

動車、精密機械との方が、経営指標の共通点が多いのである。製造業平均の経営指標と確

認しても、大規模小売店の経営指標と共通しているものが多い。大規模小売と製造業では、

業種特性が大きく、経営スタイルも大きく異なるにもかかわらず、経営指標の側面から確

認すると、「差異」よりも、むしろ、共通点が多いことは、新たな重要な発見事実である。

なぜこのような事実が確認されるのか、その要因やメカニズムについては、今後取り組む

べき課題の一つとしたい。 

 しかしながら、現時点で、解釈の可能性を試みると、一つの仮説が考えられる。それは、

業種の差異ではなく、国際展開の有無が経営指標の違いを生んでいるという仮説である。

より具体的には、製造業の中でも、輸出型、すなわち、国際的に競争優位な企業群は、経

営指標に関して比較的共通している部分が多いのではなかろうか。その一方で、サービス

産業では、国際的競争力を構築するのに難しいと言われている。国際展開を進めている製

造企業群、そして、国際展開をしていないサービス企業群の経営指標と比較した場合には、

かなり異なった経営指標が確認されるのではないだろうか。製造業に比べ、サービス産業

は、事業の海外展開が遅れていることがしばしば指摘されている。この部分を追究するこ

とにより、経営指標の差異が確認できるのではないだろうか。 

 そこで、業種の対象を拡大し、製造業の業種を増やし、また、サービス業の業種も増や

した上で、経営指標の共通した部分の類型化を試みることにした。その一つが WARD 法を

用いたクラスター分析であり、为成分分析である。類型化に関しては、類型ごとの追跡が

不十分であるという課題があるものの、現時点での結果を、データのみ示しておくことに

する。 

 

３）暫定的含意  

 本章では、業種別の都道府県別データや、業種別の財務データの分析を元に、为にサー

ビス業と製造業との比較や、その特性を定量的に理解しようと試みた。棄却された我々の

仮説「設備投資効率や労働装備率、資本集約度、売上高付加価値率などに関しては、業種

の特性上、製造業が高い数字を記録し、サービス業は低い数字にとどまる」の理由を追究

すること、また、为成分分析の解釈や精緻な類型化など、業界の定量データ分析に関する

残された課題は多い。これらの点に関しては、最終年度に向け、取り組んでいく所存であ

る。 
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資料出所）「日経経営指標 2009（全国上場会社版 2006 年 4 月～2008 年 3 月期）」 
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資料出所）「日経経営指標 2009（全国上場会社版 2006 年 4 月～2008 年 3 月期）」 
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資料出所）「日経経営指標 2009（全国上場会社版 2006 年 4 月～2008 年 3 月期）」 

 

 




